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保育・教育現場で、指導的立場にいる大人から、その地位を利用した、子どもたち

への性犯罪が横行している。それを抑止する仕組みがない。
課題

● 法務省の調査によれば、小児わいせつは性犯罪

（刑法犯）の再犯率では最も高い。小児わいせつ

の再入率（5年以内）は9.5%、小児強姦では

5.9%（※1）

● 極めて高い常習性も指摘されている（右図）

● この状況を打開するため、わいせつ教員を再び教壇に立

たせまいとする立法が実現したが（※2）、行政の縦割りに

より、他の子どもと密に関わる職種に転職してしまっても、

就業を防げない

● 保育等、他の業種では、実質的に規制なし



打ち手
日本版DBS（※3）で、全ての保育・教育現場から性犯罪歴のある者をキックア

ウトする。

● 業種に関わらず、諸外国の事例のように、子どもと一定時間関わるサービスを法的に定義し、そこに就業しようとする者には、

過去に性犯罪歴がないことを証明する「無犯罪証明書」の提出を義務付ける

● 上記を実現するため、全国民の性犯罪歴（その他、該当する犯罪）を一元的に管理するデータベースを設立



参考資料：英国のDBS概略

● DBS（Disclosure and Barring Service：前歴開示及

び前歴者就業制限機構）は、英国司法省管轄の犯歴

証明管理及び発行システム

● 子どもに関わる職場（18歳未満の子どもに1日2時間以

上接するサービス）で就労を希望する人は、DBSから発

行される犯罪歴証明書が必要。ボランティアも

● 犯罪歴証明書を教育水準局（Ofsted オフステッド / 

The Office for Standards in Education, Children's 

Services and Skills、学校の評価、監査を行う組織）に

提出することで、就労可能に

● DBSでは、2017年3月31日時点で、子ども及び高齢者

や障害者などに接する業務への就業不適切者は64,000

人。DBSはイングランドとウェールズが対象であり、人口は

合わせて約6千万人。同じ割合だけ日本に就業不適切

者が仮にいれば約128,000人となる



参考資料：DBSと類似の制度を持つ諸外国の、性犯罪者のデータベース登録期間比較



注釈

1. 法務省法務総合研究所『犯罪白書（平成27年度版）』

2. 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律案。ポイントは下記4点

a. 教員による児童生徒への性交やわいせつ行為などを「児童生徒性暴力」と呼ぶ。同意の有無を問わない

b. わいせつ行為により免職となり免許が失効した教員に対し、再交付を拒む権限を都道府県教委に与える

c. 再交付の判断にあたり、都道府県教委は専門家らでつくる審査会の意見を聴く

d. 国や自治体に、過去にわいせつ行為をした教員の情報を共有できる新たなデータベースの整備を求める

3. Disclosure and Barring Serviceの略。英国の内務省が管轄する機関。前歴開示及び前歴者就業制限機構


